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なかとんべつ町議会だより１５１号 2

　平成１８年第２回定例会が、６月１９日から２０日まで２日間
の会期で開かれ、審議が順調に進んだため、会期を１日残して閉
会しました。 
　野邑町長の行政報告では、現在、小頓別郵便局が取り扱ってい
る集配、貯金・簡保の集金業務を音威子府郵便局に移す再編計画
が示されたため、日本郵政公社に同計画の見直しを求めるととも
に、これらの業務を中頓別郵便局が管轄できるよう要請したこと
が報告されました。 
　また、新合併特例法に基づき、道が６月２日に発表した合併構
想で、本町が浜頓別町、枝幸町との組み合わせになったこと、国
保病院に看護師長を採用したことが報告されました。 
　一般質問では、自治（まちづくり）基本条例の策定、バランス
シート（貸借対照表）をはじめとした自治体財務の確立、中農高
の跡地利用、浜頓別高校の存続などについて、４名の議員が町側
の見解を質しました。 
　また、任期満了に伴い、選挙管理委員および同補充員の選挙が
行なわれ、それぞれ４名の町民が満場一致で選任されました。 
　議員からは、三位一体改革を国の財政再建を優先させる歪んだ
改革と断じた「地方交付税制度の財源保障機能を堅持し、真の地
方分権改革推進を求める意見書」ほか、２件の意見書が発議され、
いずれも全会一致で議決されました。 
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意
　
見
　
書 

　
道
路
整
備
に
関
す
る
意
見
書 

　
高
規
格
幹
線
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー 

ク
の
早
期
形
成
を
国
に
求
め
る
こ 

と
を
主
な
内
容
と
す
る
意
見
書
で 

す
。 

■
提
出
者
・
村
山
義
明
、
賛
成
者
・ 

　
石
井
雄
一
／
提
出
先
・
衆
参
議 

　
長
、
内
閣
総
理
大
臣
、
総
務
大 

　
臣
、
財
務
大
臣
、
国
土
交
通
大 

　
臣 

　
「
Ｊ
Ｒ
不
採
用
問
題
」
の
早 

期
全
面
解
決
を
求
め
る
意
見
書 

　
国
鉄
の
分
割
・
民
営
化
に
よ
る 

Ｊ
Ｒ
不
採
用
問
題
で
、
国
に
Ｉ
Ｌ 

Ｏ
（
国
際
労
働
機
関
）
勧
告
に
基 

づ
き
労
使
の
話
し
合
い
解
決
を
求 

め
る
意
見
書
で
す
。 

■
提
出
者
・
星
川
三
喜
男
、
賛
成 

　
者
・
柳
澤
雅
宏
／
提
出
先
・
内 

　
閣
総
理
大
臣
、
国
土
交
通
大
臣
、 

　
厚
生
労
働
大
臣 

　
地
方
交
付
税
制
度
の
財
源
保
障 

機
能
等
を
堅
持
し
、
真
の
地
方
分 

権
改
革
推
進
を
求
め
る
意
見
書
　 

　
歪
ん
だ
三
位
一
体
改
革
で
、
地 

方
固
有
の
財
源
で
あ
る
地
方
交
付 

税
を
削
減
し
な
い
よ
う
求
め
る
意 

見
書
で
す
。 

■
提
出
者
・
藤
田
首
健
、
賛
成
者
・ 

　
柳
澤
雅
宏
／
提
出
先
・
内
閣
総 

　
理
大
臣
、
総
務
大
臣
、
財
務
大 

　
臣
、
金
融
・
経
済
税
制
政
策
担 

　
当
大
臣 

　選挙事務の管理執行を
行う機関を「選挙管理委
員会」と言います｡ 
　選挙管理委員会は、地
方自治法の規定により、
町内の有権者の中から、
議会で選挙された４人の
委員で構成されます。委
員に欠員が生じた場合に
備える予備要員として、
４人の補充員も、議会の
選挙で同時に選ばれます。 
　今回、任期（４年）満
了に伴い、選挙が行なわ
れ、次の方々が選挙管理
委員・補充員に選任され
ました。 
【選挙管理委員】 
 藤田　周三さん（再任） 
 佐藤　美昭さん（再任） 
 細谷　順子さん（再任） 
 山内嘉奈子さん（新） 
【選挙管理委員補充員】 
 竹内　輝幸さん（新） 
 大場みき子さん（新） 
 川内　孝夫さん（新） 
 大森美佐江さん（新） 
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第
２
回
定
例
会
で
は
、
自
治
基
本
条
例
や
自
治
体
財
務
の

必
要
性
な
ど
、
４
名
の
議
員
が
町
長
の
考
え
を
質
し
ま
し
た
。

　地方分権が進み、自治体が地方政府として自立することが求められています。

　国と地方は対等な関係になったことから、まちづくりや自治の基本原則について、市町村が自らの

「意思」を持つべき時代になりました。そこで、国や道に依存するのではなく、住民の意思をよりど

ころにして自治体を運営していくため、まちづくりの基本原則を条例という形で定め、法的根拠を持

たせたのが「自治基本条例」です。

　自治の基本原則や行政の基本ルールなどを定めるため、「自治体の憲法」とも呼ばれ、最高法規と

して位置付けられます。

　
自
治
基
本
条
例
は
、
自
治
体
の
憲
法
で
あ
り
、

分
権
改
革
に
対
応
で
き
る
自
治
体
の
運
営
シ
ス
テ

ム
の
構
築
の
た
め
に
も
、
必
ず
策
定
す
べ
き
も
の

と
認
識
し
て
い
ま
す
。 

　
自
治
基
本
条
例
が
な
い
中
で
、
総
合
計
画
等
が

策
定
さ
れ
て
い
く
の
は
問
題
で
す
が
、
住
民
と
行

政
の
情
報
の
共
有
を
図
り
な
が
ら
、
独
自
色
の
あ

る
条
例
と
す
る
た
め
に
は
、
時
間
を
か
け
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。 

　
本
年
度
か
ら
準
備
を
進
め
、
最
終
的
に
　
年
度

中
に
つ
く
り
あ
げ
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。 

答 

19

　
今
年
３
月
に
「
中
頓
別
町
中
長
期
行
財
政
運

営
計
画
」
が
策
定
さ
れ
ま
し
た
。 

　
ま
た
、
本
年
　
月
ま
で
に
は
、
環
境
基
本
計

画
が
策
定
さ
れ
る
見
込
で
あ
り
、
本
年
度
中
に

は
、
町
の
総
合
計
画
「
一
流
の
、
中
頓
別
（
い

な
か
）
づ
く
り
」
の
後
期
計
画
が
策
定
さ
れ
る

こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
こ
れ
ら
の
計
画
は
、
今
後
の
町
づ
く
り
の
根

幹
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
を
統
括
し
、
計

画
相
互
の
整
合
性
を
図
る
と
と
も
に
、
確
実
に

実
行
す
る
た
め
の
「
自
治
（
ま
ち
づ
く
り
）
基

本
条
例
」
が
必
要
で
あ
る
と
思
い
ま
す
。 

　
昨
年
３
月
の
予
算
審
査
特
別
委
員
会
で
は
、

任
期
中
に
策
定
し
た
い
と
の
答
弁
で
し
た
が
、

総
合
計
画
が
ス
タ
ー
ト
し
て
か
ら
、
「
自
治
基

本
条
例
」
が
で
き
て
は
、
順
序
が
逆
な
の
で
、

で
き
れ
ば
　
年
中
、
遅
く
と
も
本
年
度
中
に
策

定
す
べ
き
で
は
あ
り
ま
せ
ん
か
。 

問 

18

12

校庭を走りまわる、こどもたちの姿が消え、活用策が宙に浮いた 
ままの敏音知小学校。移住事業で利活用できるか 
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分
権
改
革
で
、
国
と
市
町
村
の
関
係
は
対
等
に

な
り
、
自
治
権
の
範
囲
、
自
治
体
の
自
己
責
任
も

大
き
く
な
り
ま
し
た
が
、
今
日
の
借
金
・
緊
縮
財

政
の
中
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
「
財
政
」
と
い
う
考

え
方
か
ら
、
限
ら
れ
た
財
源
を
ど
の
よ
う
に
使
う

べ
き
か
、
新
た
に
「
財
務
」
と
い
う
考
え
方
を
取

り
入
れ
て
運
営
し
て
い
く
べ
き
だ
と
思
い
ま
す
。 

　
中
長
期
行
財
政
運
営
計
画
で
財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
が
立
て
ら
れ
ま
し
た
が
、
現
在
の
財
務
状

況
を
説
明
し
、
政
策
の
実
現
性
を
裏
付
け
る
た
め

に
は
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
貸
借
対
照
表
）
、
行

政
コ
ス
ト
計
算
書
（
損
益
計
算
書
）
の
作
成
が
急

務
と
考
え
ま
す
。 

　
行
政
評
価
を
行
な
う
前
に
必
要
で
あ
り
、
新
年

度
か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る
総
合
計
画
の
実
現
性
の
裏

付
け
と
も
な
る
た
め
、
遅
く
と
も
本
年
　
月
ま
で

に
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
作
成
す
べ
き
で
は
あ
り
ま

せ
ん
か
。 

　
ま
た
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
導
入
す
る
場
合
、

い
わ
ゆ
る
国
が
一
定
の
ル
ー
ル
を
定
め
た
「
総
務

省
方
式
」
と
自
治
体
独
自
の
方
式
が
あ
り
ま
す
が
、

ど
ち
ら
で
作
成
し
ま
す
か
。 

答 
問 

　
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
、
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
つ 

い
て
は
、
監
査
委
員
に
よ
る
決
算
審
査
意
見
や
中 

長
期
行
財
政
運
営
計
画
の
最
終
報
告
な
ど
を
踏
ま 

え
、
現
在
作
成
方
法
を
研
究
中
で
あ
り
、
で
き
る 

だ
け
早
期
に
作
成
で
き
る
よ
う
取
り
組
み
ま
す
。 

　
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
導
入
す
る
場
合
は
、
昭
和 

　
年
以
降
の
決
算
統
計
デ
ー
タ
を
基
礎
に
す
る
「 

総
務
省
方
式
」
に
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。 

44

12

　
�
敏
音
知
地
区
で
進
め
て
い
る
「
お

試
し
暮
ら
し
」
（
Ｊ
Ｔ
Ｂ
関
連
）
の
そ

の
後
の
進
捗
状
況
を
伺
い
ま
す
。 

�
先
般
の
常
任
委
員
会
の
所
管
事
務
調

査
で
様
々
な
協
議
会
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
民
間

企
業
と
の
連
携
、
さ
ら
に
は
、
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
空
き
家
、
空
き
地
情
報
を
掲

載
す
る
と
の
こ
と
で
し
た
が
、
他
市
町

村
と
の
差
別
化
の
た
め
に
本
町
と
し
て
、

な
に
を
強
調
す
る
の
か
伺
い
ま
す
。 

　
�
株
式
会
社
ジ
ェ
イ
テ
ィ
ビ
ー
（
旧

名
・
日
本
交
通
公
社
）
が
企
画
す
る

「
お
試
し
暮
ら
し
」
に
参
加
す
る
方
向

で
、
町
が
中
核
と
な
っ
た
実
行
委
員
会

を
組
織
し
て
準
備
を
進
め
て
い
ま
す
。 

　
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
作
成
、
体
験
メ
ニ
ュ

ー
づ
く
り
、
体
験
用
住
宅
の
整
備
が
進

ん
で
お
り
、
６
月
中
に
は
全
国
に
情
報

発
信
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

②
移
住
を
希
望
す
る
人
た
ち
に
町
の
魅

力
を
伝
え
て
い
く
こ
と
の
基
本
は
、
地

域
に
あ
る
資
源
を
活
か
す
こ
と
や
地
域

と
し
て
の
誠
意
や
熱
意
が
重
要
な
要
素

に
な
る
と
考
え
て
い
ま
す
。
地
域
住
民

が
主
体
と
な
っ
て
、
こ
こ
に
し
か
な
い

普
段
着
の
生
活
と
人
の
素
晴
ら
し
さ
、

し
っ
か
り
と
し
た
受
け
入
れ
態
勢
を
強

調
し
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。 

問 
答 

問 

答 　
　
本
年
４
月
以
降
、
宗
谷
支
庁
、
宗
谷

教
育
局
と
連
携
し
て
情
報
収
集
を
進
め
て

い
ま
す
が
、
有
力
な
可
能
性
を
見
出
せ
て

い
ま
せ
ん
。
７
月
に
は
、
基
本
方
針
案
と

と
も
に
今
後
の
行
動
計
画
を
協
議
会
に
提

案
し
た
い
と
思
い
ま
す
。 

　
「
神
内
フ
ァ
ー
ム
」
と
の
折
衝
は
、
事

業
に
見
合
う
農
地
を
確
保
で
き
る
見
通
し

が
立
た
ず
、
不
成
立
に
終
わ
っ
て
い
ま
す
。

今
後
と
も
武
部
代
議
士
か
ら
の
情
報
に
期

待
し
た
い
と
思
い
ま
す
。 

　
敏
音
知
小
学
校
の
跡
地
と
中
頓
別
農
業

高
校
の
跡
地
利
用
は
、
現
時
点
で
は
別
々

な
も
の
と
し
て
考
え
て
い
ま
す
。 

　
�
中
頓
別
農
業
高
校
施
設
等
利
活
用

推
進
協
議
会
を
設
置
し
て
ほ
ぼ
１
年
が

経
過
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ

ま
で
の
取
り
組
み
と
今
後
の
見
通
し
を

伺
い
ま
す
。 

�
自
民
党
・
武
部
代
議
士
の
紹
介
で
関

心
を
寄
せ
て
い
た
農
業
生
産
法
人
「
神

内
フ
ァ
ー
ム
」
と
の
折
衝
は
ど
う
な
っ

た
の
か
経
過
を
伺
い
ま
す
。 

�
利
活
用
推
進
協
議
会
が
、
敏
音
知
小

学
校
校
舎
の
跡
地
利
用
に
つ
い
て
も
、

中
農
高
と
一
体
的
に
検
討
し
て
い
く
の

か
伺
い
ま
す
。 

問 



問 

答 　
新
た
な
指
針
は
、
生
徒
や
保
護
者
は
も
と
よ
り

地
域
に
及
ぼ
す
影
響
も
大
変
大
き
な
も
の
が
あ

り
、
南
宗
谷
地
域
か
ら
将
来
高
等
学
校
が
な
く
な

る
可
能
性
が
高
く
、
地
域
の
高
校
教
育
を
切
り
捨

て
る
も
の
で
あ
る
と
の
認
識
を
持
ち
ま
し
た
。 

　
猿
払
村
を
含
む
二
町
一
村
の
連
携
を
図
り
、
存

続
の
た
め
、
先
頭
に
立
っ
て
取
り
組
み
ま
す
。 

　
浜
頓
別
町
に
は
、
同
校
を
「
存
続
さ
せ
る
会
」

が
あ
り
、
そ
こ
に
入
る
か
、
二
町
一
村
で
新
組
織

を
つ
く
る
べ
き
か
を
浜
頓
別
町
と
協
議
の
上
、
存

続
に
向
け
た
応
援
を
し
て
い
き
ま
す
。 

　
道
立
高
校
の
市
町
村
移
管
は
、
厳
し
い
財
政
状

況
の
中
で
不
可
能
に
近
い
と
思
い
ま
す
。
一
学
年

４
学
級
以
上
の
高
校
は
近
く
に
な
く
、
そ
れ
以
下

の
規
模
は
廃
止
ま
た
は
市
町
村
移
管
の
二
者
択
一

し
か
選
択
で
き
な
い
こ
と
は
疑
問
で
あ
り
、
道
立

校
と
し
て
の
存
続
を
求
め
て
努
力
し
ま
す
。 

　
道
教
委
は
新
た
な
「
高
校
教
育
に

関
す
る
指
針
」
（
素
案
）
を
公
表
し
、

道
立
高
校
の
適
正
規
模
を
一
学
年
４

〜
８
学
級
と
し
、
そ
れ
以
下
の
小
規

模
校
の
統
廃
合
を
表
明
し
ま
し
た
。 

　
本
町
の
中
学
卒
業
者
の
半
数
以
上

が
進
学
す
る
浜
頓
別
高
校
も
そ
の
対

象
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
も
し
統
廃
合
さ
れ
れ
ば
、
自
宅
通

学
が
困
難
に
な
り
、
多
く
の
子
ど
も

た
ち
の
高
校
教
育
を
受
け
る
機
会
が

奪
わ
れ
か
ね
ま
せ
ん
。 

　
再
編
整
備
の
対
象
と
な
る
小
規
模

校
の
地
元
移
管
も
検
討
さ
れ
て
い
ま

す
が
、
浜
頓
別
高
校
の
存
続
の
た
め

に
ど
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
す
つ
も

り
で
す
か
。 

問 

問 

答 　
老
人
保
険
事
業
に
か
か
る
高

額
療
養
費
の
支
給
に
つ
い
て

は
、
医
療
費
が
医
療
機
関
で
支

払
わ
れ
た
か
ど
う
か
を
確
認
の

上
、
支
給
す
る
必
要
が
あ
る
こ

と
か
ら
現
在
の
申
請
方
法
を
採

用
し
て
い
ま
す
が
、
高
齢
者
の

事
務
的
な
負
担
を
軽
減
す
る
た

め
に
ど
う
い
う
方
法
が
取
れ
る

の
か
早
急
に
検
討
し
ま
す
。 

　
国
、
道
の
指
導
に
基
づ
き
、

高
額
療
養
費
は
、
医
療
受
給
者

の
申
請
行
為
に
基
づ
き
支
給
す

る
も
の
と
考
え
ま
す
。
し
た
が

っ
て
、
申
請
が
な
さ
れ
た
時
点

で
支
給
し
て
い
ま
す
。 

　
高
齢
者
の
医
療
費
負
担
が
、
定
額

か
ら
定
率
負
担
に
な
り
、
自
己
負
担

金
が
限
度
額
を
超
え
た
と
き
、
そ
の

分
が
返
還
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い

ま
す
が
、
そ
の
都
度
、
医
療
機
関
の

領
収
書
を
そ
ろ
え
、
印
鑑
を
持
っ
て

申
請
に
行
く
と
い
う
手
続
き
が
高
齢

者
に
と
っ
て
は
大
変
で
す
。 

　
高
齢
者
へ
の
思
い
や
り
と
し
て
、

事
前
申
請
方
式
を
取
り
入
れ
自
動
払

い
に
し
た
り
、
近
隣
の
一
部
の
自
治

体
で
行
っ
て
い
る
初
回
の
み
の
申
請

で
済
む
よ
う
に
し
た
り
す
る
な
ど
、

手
続
き
を
簡
素
化
し
、
利
便
性
を
図

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
か
。 

　
申
請
が
な
い
た
め
に
、
高
額
療
養

費
が
払
い
戻
さ
れ
な
い
場
合
は
、
ど

う
な
り
ま
す
か
。 

問 

　いきいきふるさと常任委員会（村山義明委
員長）では、５月１５日、所管事務調査を行
いました。 
　調査事項は、「環境基本計画・条例の進捗
状況」、「ふるさと回帰（定年帰農、移住・
定住事業等）の可能性」についてです。 
　その結果、環境基本計画の策定を任されて
いる「環境なかとんべつ町民会議」の作業が
停滞しており、第２回定例会（６月）に提案
予定だった環境基本条例案は、第４回定例会
（１２月）までに先延ばしされることが明ら
かになりました。 
　これに対し、委員会としては、環境基本計
画・環境基本条例は、平成１５年度の町政執
行方針で策定の取り組みを公約してから３年
が経過しており、わずか１つの条例案がいま
だつくられないことに行政の力量が問われて
いること。このままでは、環境重視の町づく
りの輪郭が見えず、現町政下での実践期間も
担保されないので、極力早く策定し提案する
よう求めました。 
　また、環境基本条例の上位規範としての自
治基本条例（自治体の憲法）の策定を町長任
期中に検討するとの考えが示されたため、二
つの条例を整合・連動させるべきとの意見が
大勢を占めました。 

　ふるさと回帰の可能性については、団塊の
世代の大量退職がはじまる来年度に焦点を合
わせ、各地で移住促進事業が進められており、
北海道が主催する「北の大地への移住促進事
業」、全道５８の市町村で設立された「北海
道移住促進協議会」に本町も参加しているこ
とがわかりました。 
　町では、今年度、敏音知地区の教員住宅を
「お試し移住体験」に使うため、地元自治会
と受け入れ体制づくりに取り組むものの、土
地・住宅の供給、就農希望移住者の農地取得
問題など将来的な課題も明らかになりました。 
　委員会としては、移住者の確保のために
は、首都圏に住む本町出身者・元住民の役ど
ころが大きいので、早急にふるさと会を再生
し、情報受発信の媒介やＰＲ活動などで支援
を得られるよう連携を強めること、本町の魅
力をアピールできる移住体験メニューをあら
かじめ整え、応募があれば即応じられるよう
にすべきとの意見をまとめ、第２回定例会で
報告しました。 
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「
中
長
期
行
財
政
運
営
計
画
に
関
す
る
最

終
報
告
書
」
（
以
下
、「
報
告
書
」
と
い
う
。
）

に
は
、
新
合
併
特
例
法
の
も
と
で
自
治
の
選

択
肢
を
探
り
つ
つ
も
、
平
成
　
年
度
か
ら
向

こ
う
十
年
間
を
自
立
の
た
め
の
計
画
期
間
と

し
、
「
選
択
と
集
中
」
を
基
軸
に
、
町
職
員

と
住
民
の
双
方
に
意
識
変
革
を
促
し
、
費
用

対
効
果
を
判
断
基
準
と
し
た
効
率
の
高
い
自

治
体
経
営
に
至
る
道
筋
が
描
か
れ
て
い
る
。 

　
そ
の
ス
タ
ー
ト
に
は
、
政
策
決
定
の
透
明

性
を
高
め
る
徹
底
し
た
情
報
の
公
開
と
共
有
、

行
政
評
価
制
度
の
導
入
が
あ
り
、
コ
ス
ト
削

減
と
新
た
な
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
を
両
立
さ
せ

る
た
め
、
外
部
委
託
の
推
進
に
と
ど
ま
ら
ず
、

公
共
サ
ー
ビ
ス
を
支
え
る
担
い
手
構
造
の
見

直
し
が
避
け
て
通
れ
な
い
と
判
断
し
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（
地
域
社
会
）

の
潜
在
力
を
引
き
出
し
、
行
政
と
対
等
関
係

に
立
つ
住
民
や
企
業
な
ど
に
自
治
の
バ
ト
ン

を
手
渡
し
な
が
ら
、
ゴ
ー
ル
で
あ
る
「
小
さ

な
役
場
」
を
め
ざ
す
よ
う
求
め
て
い
る
。 

　
コ
ス
ト
削
減
対
策
の
中
核
は
、
天
北
厚
生

園
や
こ
ど
も
館
な
ど
の
法
人
・
民
営
化
を
前

提
に
、
普
通
会
計
職
員
数
を
約
６
割
減
ら
す

町
の
「
定
員
適
正
化
計
画
」
で
あ
り
、
そ
の 

し
て
負
う
べ
き
自
治
体
の
責
務
で
あ
り
、
報 

告
書
お
よ
び
集
中
改
革
プ
ラ
ン
が
、
町
づ
く

り
の
事
実
上
の
基
幹
計
画
で
も
あ
る
こ
と
か

ら
、
全
町
合
意
を
得
る
た
め
の
説
明
会
を
行

う
べ
き
と
判
断
す
る
。 

　
最
後
に
、
報
告
書
は
、
国
の
三
位
一
体
改

革
、
合
併
と
分
権
議
論
の
影
響
を
受
け
な
が

ら
も
、
直
接
民
主
的
に
民
意
の
反
映
を
託
さ

れ
た
　
名
の
住
民
が
、
自
ら
考
え
議
論
し
、

町
の
将
来
像
を
取
り
ま
と
め
た
画
期
的
な
成

果
で
あ
り
、
そ
の
達
成
に
は
、
最
大
限
の
努

力
が
払
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。 

　
本
委
員
会
は
、
報
告
書
の
語
る
ガ
バ
ナ
ン

ス
（
共
治
）
の
精
神
と
自
主
・
自
律
の
ま
ち

づ
く
り
の
方
向
性
を
強
く
支
持
し
、
そ
れ
ら

が
ど
の
よ
う
に
町
の
総
合
計
画
「
一
流
の
、

中
頓
別
（
い
な
か
）
づ
く
り
」
に
注
入
さ

れ
、
住
民
の
幸
せ
へ
と
結
晶
し
て
い
く
の
か

見
き
わ
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

　
新
し
い
自
律
・
共
生
の
自
治
の
基
盤
づ
く

り
の
た
め
、
議
会
に
付
与
さ
れ
た
監
視
、
牽

（
け
ん
）
制
機
能
を
発
揮
す
る
だ
け
で
な
く
、

住
民
か
ら
発
せ
ら
れ
る
声
に
耳
を
傾
け
、
い

ち
早
く
政
策
立
案
で
き
る
能
力
を
身
に
付
け

る
よ
う
議
員
一
人
ひ
と
り
の
意
識
改
革
を
期

待
し
中
間
報
告
と
す
る
。 

確
実
な
実
施
が
持
続
可
能
な
自
治
へ
の
扉
を 

開
く
鍵
と
な
っ
て
い
る
。 

　
行
政
評
価
と
連
動
し
、
正
確
な
行
政
コ
ス

ト
測
定
に
欠
か
せ
な
い
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト 

（
貸
借
対
照
表
）
を
含
む
財
務
諸
表
に
つ
い

て
も
、
で
き
る
だ
け
早
い
時
期
に
導
入
す
る

こ
と
が
明
記
さ
れ
、
財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
上
で
は
、
平
成
　
年
度
に
単
年
度
収
支
が

黒
字
転
換
す
る
と
予
測
し
て
い
る
。 

　
住
民
へ
の
周
知
に
つ
い
て
は
、
報
告
書
の

概
要
版
と
し
て
「
中
頓
別
町
中
長
期
行
財
政

運
営
計
画
」
が
、
４
月
　
日
付
で
全
戸
配
付

さ
れ
た
が
、
説
明
会
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。 

　
ま
た
、
総
務
省
が
、
平
成
　
年
度
中
の
公

表
を
指
示
し
て
い
た
「
行
政
改
革
集
中
改
革

プ
ラ
ン
」
は
、
策
定
さ
れ
た
も
の
の
報
告
書

の
概
要
版
と
同
内
容
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に

配
付
さ
れ
て
い
な
い
。 

　
し
か
し
、
集
中
改
革
プ
ラ
ン
が
町
の
公
式

な
行
革
計
画
で
あ
り
、
歳
出
削
減
対
策
と
一

体
化
し
て
、
住
宅
使
用
料
、
固
定
資
産
税
率

の
引
き
上
げ
な
ど
、
住
民
負
担
増
に
つ
な
が

る
歳
入
増
強
策
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
説
明
責
任
の
度
合
い
は
大
き
い
と
考

え
る
。 

　
行
財
政
改
革
の
取
り
組
み
は
、
住
民
に
対 

 

　行財政改革調査研究特別委員会（宮崎安史委員長･全議員で構成）

は、設置決議から約１年半にわたり、本町の行財政改革の諸問題を

調査研究してきました。

　この間、町は、今後の厳しい行財政環境に対処するため、平成17

年５月25日、15名の住民による諮問機関「中頓別町中長期行財政運

営計画策定委員会」を設置し、�行政改革計画、②協働（パートナ

ーシップ）による新たな公共サービス推進計画、③中長期財政計画

の策定を委ねています。

　策定委員会が、約９カ月の調査検討期間を経て、平成18年３月30

日、「中長期行財政運営計画に関する最終報告書」を町に答申した

ことを受け、宮崎委員長（写真）が、第２回定例会で、２度目の中

間報告を行ないました。

26

25

17

15

18
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　わかりやすくいうと、資産と負債が均衡し、
将来の税金を増やさない自治経営を実現するこ
とです。いくら事業をやりたいと思っても、返
済できる見込みがなければ、借金はできません。
バランスシートこそ本当の「町の家計簿」と言
えるでしょう。 
　今年度は、総合計画を５年ぶりに見直す年で
もあります。 
　総合計画は、まちづくりの基本計画ですから、
自治（まちづくり）基本条例の趣旨に沿ってつ
くられ、個々の政策は、「財務」の裏付けがな
ければなりません。 
　「法務」と「財務」が車の両輪なら、総合計
画は、自治体という車の運転手にあたります。 
　「法務」（自治基本条例）とバランスシート
に象徴される「財務」を早急に確立しなければ、
自治という車は前へ進まない、両議員は、そう
主張したのだと思います。 
　情報公開や町民参加を取り入れた町政を実践
していれば、「生きた自治基本条例」となりま
す。 
　しかし、自治の改革の積み重ねがない町では、
例えつくっても単なる「作文条例」となる不安
もあります。 
　いま、議会の中では、任期中に議員自ら自治
基本条例を提案したいとの機運が高まっていま
す。非力な議会でも、町民のみなさまの後押し
があれば、自律の町づくりの礎を築くことは、
決して難しいことではありません。 
　議員の意識改革と政策提言という議会本来の
権能が試されている…行政を触発するだけでな
く、自治の担い手でありながら、長く眠り続け
てきた議会を揺り起こす問いかけでした。 
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　７月１０日、行財政改革調査研究特別
委員会、いきいきふるさと常任委員会が
相次いで開かれ、天北厚生園法人化の状
況､公衆浴場の廃止､自治基本条例と総合
計画のあり方などについて、調査を行な
いました。 
■行財政改革調査研究特別委員会 
　法人化をめざす天北厚生園は、最大の
課題だった職員の移行について一定の目
途がつき、平成１９年４月から南宗谷福
祉会に移管される方針に変わりがないこ
とを町長が表明しました。 
　利用者の大幅な減少と施設の老朽化な
どで年間４百万円もの赤字が生じている
町営公衆浴場「黄金湯」について、８月
末で廃止したいとの意向が町から示され
ました。 
　町としては、現在浴場を利用している
方には、ピンネシリ温泉までの無料送迎
バスを増便して対応する方針です。 
■いきいきふるさと常任委員会 
　自治（まちづくり）基本条例と総合計
治画について、所管事務調査を行いまし
た。その結果は、次のとおりです。 
　分権改革以降、自治基本条例に代表さ
れる「法務」と「財務」の確立は、自治
体の自律のために必要不可欠なものであ
り、双方の要素が注入される総合計画と
は、三位一体の関係にある。 
　町がこれまでの議会答弁で、自治基本
条例の策定に、１年以上の時間が必要と
の認識を示したことには疑念がある。 
　奈井江町では、本町の中長期行財政運
営計画に相当する「ないえ自律プラン」
を作成してから８ヶ月足らずで自治基本
条例を策定している。 
　本町の中長期行財政運営計画は、１５
名の住民によって策定され、民意が十分
反映されており、今後のまちづくりの理
念や基本方針、財政計画までが立てられ
ている。いわば、町づくりの総論・各論
が出つくした状態にあり、自治基本条例
は、非常につくりやすい状態にある。 
　本委員会は、誰が今後の自治を引き継
いでも町づくりの基本が変わらないよう、
町長と議員の任期中に自治基本条例を策
定するのが最善の責務と考える。 
　委員会として自治基本条例の策定に積
極的に関与し、議会関連条文を自ら立案
するために小委員会を設置する。 

　全道の町村議会議員を対象にした「平成１８年度北海道町村
議会議員研修会」が、６月２９日、札幌コンベンションセンタ
ー（札幌市白石区）で開催されました。 
　本町議会から全議員が参加し、地方自治と今後の政局につい
て、お二人の講師の講演を聞きましたので、その要点を報告し
たいと思います｡ 
　はじめに「分権時代の地方自治、その現在と未来」と題して、
（財）地方自治総合研究所研究理事・主任研究員の辻山幸宣さ
んが講演しました。 
　辻山さんは、自治と行政のはじまりを「もともと必要な道路
や橋は、集落の協働作業でつくられ、家を建てるのも農作業も
地域の力で行っていた。集団が大きくなるにつれ、共同作業だ
けでは対処できなくなり、みんながお金を出し合い、地域の代
表に任せるようになった。それがさらに進み行政機関が誕生し
た」と説明。近年、自治体がたくさんの仕事を抱えるようにな
った理由を、�右肩上がりの経済で潤沢に税金が集った、�国
が税金を集めて再配分するため地方交付税制度の存在、�政治
家の地元への利益誘導が横行したためと分析。 
　今後は、膨大な借金を抱えている国には依存できず、再配分
型政治が崩れ、地方にお金がこない。自治体再生のため、徹底
して負の部分を削り落とし、身の丈にあった行政を実現する必
要がある。住民から行政に公共サービスがどの部分まで信託さ
れているのか、判断を任されているのが議会。自治の原点に戻
り、地域力を活かし、個人、地域やＮＰＯ、ボランティアがで
きることを見きわめ、自治体が担うべき仕事を調整していくの
も議会の役割と述べ、近未来の自治の姿を予測しました。 
　また、テレビの解説者としてもお馴染みの元経済企画庁長官
・福山大学教授の田中秀征さんは、今後の政局を展望。 
　次期自民党総裁候補は、小泉政権下で広がった格差の是正、
官のリストラである行革の徹底、消費税率の上げ幅明示など、
国民に明確なメッセージを送る必要があると明言。 
　外交では、日米同盟重視より国連を中心とする国際協調路線
への転換。防衛では、集団的自衛権の解釈を明瞭にすべきであ
り、靖国問題では、政教分離と日本の戦争責任、歴史認識をし
っかり持つなら、参拝は止めるべきとの見解を示しました。 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（報告者：石神議員） 

研修会場前で。右は講師の田中秀征氏。.
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４月 
13日　行財政改革調査研究特別委 
　　　員会 
27日　北海道小数議員定数町村議 
　　　会研修会（陸別町） 
５月 
15日　行財政改革調査研究特別委 
　　　員会 
　　　いきいきふるさと常任委員 
　　　会所管事務調査 
　　　議会運営委員会 
19日　平成１８年度宗谷管内議会 
　　　議員研修会（猿払村） 
20日　松木けんこう２００６春の 
　　　集い（豊富町） 
29日　宗谷町村議会議長会定期総 
　　　会（稚内市） 
６月 
８日　北海道町村議会議長会第57 
　　　回定期総会（札幌市） 
13日　議会広報編集特別委員会 
15日　行財政改革調査研究特別委 
　　　員会 
　　　議会運営委員会 
19日　第２回定例会 
29日　平成１８年度北海道町村議 
　　　会議員研修会（札幌市） 
７月 
10日　行財政改革調査研究特別委 
　　　員会 
 　　　いきいきふるさと常任委員 
　　　会所管事務調査 
　　　議会運営委員会 
13日　議会広報編集特別委員会 

　自治体の「倒産」にあたる財政再建団体への道を歩むこと
になった夕張市― 
　現在の自治体の決算では、一年の現金収支は計算できても、
実際の「資産」と「負債」がいくらなのかわかりません。 
　バランスシート（貸借対照表）をはじめとした財務諸表が
あれば、自治体の経営状況や住民一人あたりの「将来の税金」
（負債額）を明らかにできます。 
　「第２の夕張」をつくらないためにも、いま、自治体バラ
ンスシートの必要性が叫ばれています。 
　北大・吉見先生が、自治体バランスシートの役割と仕組を
わかりやすく解説する公開学習会にぜひご参加ください。 
 
 

北海道大学教授（大学院経済学研究科） 

〜
自
治
体
倒
産
を
招
か
な
い
た
め
に
〜

　
「
格
差
社
会
」
が
津
々
浦
々
に
ま
で
押
し

寄
せ
て
き
て
い
ま
す
。 

　
名
ば
か
り
の
三
位
一
体
改
革
で
、
地
方
交

付
税
の
削
減
は
と
ど
ま
る
と
こ
ろ
を
知
ら
ず
、

個
々
の
格
差
は
、
地
方
と
都
市
の
格
差
へ
と

拡
大
し
て
い
ま
す
。 

　
血
の
滲
む
よ
う
な
行
財
政
改
革
を
行
っ
て

い
る
小
さ
な
自
治
体
に
、
こ
れ
以
上
な
に
を

減
ら
せ
と
い
う
の
で
し
ょ
う
。
国
は
、
農
山

漁
村
が
、
国
民
の
生
活
、
国
土
の
保
全
に
果

た
す
役
割
を
も
っ
と
評
価
す
べ
き
で
す
。 

　
道
が
打
ち
出
し
た
の
は
、
市
町
村
合
併
構

想
だ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

　
道
立
高
校
の
統
廃
合
指
針
が
実
施
さ
れ
る

と
、
自
宅
通
学
が
困
難
に
な
る
地
域
、
生
徒

を
大
勢
つ
く
り
出
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

　
な
か
ば
義
務
教
育
化
し
て
い
る
高
校
教
育

に
ま
で
格
差
が
生
じ
る
社
会
か
ら
は
、
本
当

の
活
力
は
生
れ
ま
せ
ん
。 

　
小
頓
別
郵
便
局
の
業
務
が
縮
小
さ
れ
る
そ

う
で
す
。
郵
便
局
が
縮
小
か
ら
廃
止
に
向
か

え
ば
、
過
疎
地
は
い
っ
そ
う
暮
ら
し
に
く
く

な
り
ま
す
。
「
地
獄
の
沙
汰
も
金
次
第
」
と

い
う
言
葉
が
ぴ
っ
た
り
の
医
療
制
度
改
革
法

の
成
立
で
、
さ
ら
に
負
担
が
増
え
、
病
院
の

受
診
も
難
し
く
な
る
で
し
ょ
う
。 

　
「
格
差
」
と
「
負
担
増
」
に
あ
え
ぐ
今
こ

そ
、
こ
の
町
で
、
み
ん
な
が
安
心
し
て
暮
ら

せ
る
「
一
流
の
中
頓
別
（
い
な
か
）
づ
く
り

」
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

　
　
　
議
会
広
報
編
集
特
別
委
員
会
（
本
） 
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